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　はじめに
　日本の出生力（合計出生率, TFR)は，戦後1947～49年のベビーブーム
期に4.54～4.32のレべルに達したのち（第１期），1950年の3.65から1961
年の1.96に至るまで，12年間にわたって趨勢的に急低下を記録している
（第２期）。しかしこれを底として，1960年代から70年代にわたる経済高
度成長期にはやや反騰に転じ，とくに1965～73年の９年間には，66年の
“ひのえうま”（1.58）を例外として，出生力は2.13をこえる高原状態を
維持した（第３期）。しかしその後1973年の第１次石油ショックを契機と
する低成長経済への移行のもとで，出生力は1973年の2.14のあと2000
年の1.36に至るまで，すでに27年間にわたって趨勢的な低下傾向を続け
ている（第４期）。
　こうした第４期の出生力低落傾向については，すでに多くの分析や問題
　　　　　　　　　　　　　　－１－
点の指摘がなされており，日本の人口問題の基本課題となっていることは
周知である1)。この場合，議論の多くは全国レべルのデータにもとづくも
のであり，そこから有用ないくつかの成果が得られてはいるか，その全国
レべルの出生力の動向が何らかの地域レべルにおける変動とどのように関
連しているかについての分析や指摘はあまり見られない2)。一般に人口学
的に年齢構造を取りあげることが多いのはとうぜんであるが，地域論の視
点から考えることは少ない。もともと全国レべルの出生力は地域レべルの
それを積みあげた結果としてみることができるものであり，したがって地
域出生力の変動を追跡することは，地域自体の性格をとらえることはもち
ろんであるが，全国出生力の意味や特徴を明らかにするためにも重要な視
点となりうる3)。
　この論稿の目的は，地域レべルの出生力を主題として取りあげ，具体的
には全国47都道府県(以下府県と略す)の各府県出生力(ＴＦＲ)の動向を
1925～2000年にわたる長期データについて追跡し，それら各府県出生力
の相互の関連と特徴とを認識するとともに，かつそれらが全国出生力の推
移とどのように関連しているかを検討することである。そしてこのように
まず地域出生力を府県レペルのマクロ的な全体像として確実に認識するこ
とによって，これを基盤としてさらに詳細な地域出生力の検討に進むこと
が必要である4)。
－２－
　しかし府県レべルとしても，各府県出生力自体の複雑な変動を長期にわ
たって追跡し，しかもそれを全国値変動と結びつけた全体像として認識す
ることは容易でない。そこでここではまず第１に，各府県出生力をそれ自
体の実際値ではなく，その出生力の大きさによる府県順位（第１位から第
47位まで，沖縄を含まない場合は46位まで）として配列し，その年次変動の
特徴を追跡してみる。このように府県出生力をそれ自体の大きさとしてで
なく，限られた47個の序列のなかにおける各府県の相対的な府県順位値
として取りあげることは，それによって府県相互間の変動と位置づけとを
まず明らかにするものである。そしてそのうえに立って，第２には，実際
に各府県出生力や出生数自体の変動に戻って，それが全国出生力の動向と
どのように結びつき，どのような影響を与えているかを確認したい。
　とくに2000年時点において出生力低下がなお継続している現状からふ
り返ってみるならば，1960年代，70年代にみられた全国出生力のある程
度の反騰と高原状態維持についての意味や性格を府県レベルの視点から明
らかにすることは，出生力の現状や今後の動向を考えるための一つの重要
な手がかりになると思われる。
　1.府県出生力順位の年次変動
　府県出生力（ＴＦＲ）の大きさとその時系列変動を全体関連的なデータとし
てとらえるために，前述したように，各年次について府県出生力の最小値
を順位１（低順位），最大値を順位47（高順位）とする昇順によって府県順
位を与える。これによってすべての府県の年次変動は1～47位のなかで上
昇・下降する相対的かつ明確な変動として位置づけられる5）。
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表１　都道府県ＴＦＲ順位(昇順)の年次変動とタイプ３区分　　　1925～2000
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　この順位によれば，すでに周知のように，一般的に大都市的地域は低出
生力＝低順位，農村的地域は高出生力＝高順位に位置するとみてよいが，
しかし1925～2000年（主として５年ごと）にわたって，47府県の時系列パ
ターンを比較検討した結果，1970年を中心としてその前後の時点におい
て，対照的な順位変動をあらわす２つの府県グループが実態として明瞭に
存在することを確認した。
　このうち図1-1にＡタイプとして示された11府県は，1960年に至る
までの相対的な低・中位順位から1965～70年に向って明確な順位上昇を
あらわし，その後再び順位を低下させている。この結果1970年を頂点と
する鋭角的な突出を形成していることが明らかである。このうち１県（和
歌山）のみが1965年をピークとする（これら各府県の順位値はすべて表１に
示される）。
　ここで重要なことは，地域的にみれば，これらＡタイプ11府県がすべ
図1-I　Aタイブ11府県ＴＦＲ順位[昇順]の年次変動　1925～2000
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て東京・名古屋・大阪の各大都市圈城を構成する府県となっていることで
ある。すでにふれたように，全国出生力はこの同じ1960年代から70年代
へかけての時期に高度成長経済のもとで，出生力のある程度の反騰と高原
状態を形成したのであり，したがってその状況を地域的にみるならば，そ
れは大都市圈域において集中的かつ明確にひき起された鋭角的な順位変動
と密接に関連するものといってよい。さらに1975年以降の急激な順位低
下については，これもさきにふれたように，1973年の第１次石油ショッ
ク，1979～80年の第２次石油ショックを契機とする低成長経済への移行
と生活意識や価値観の転換とが，とくに大都市地域に与えた影響を無視す
ることができない。
　こうしたＡタイプ11府県の鋭角的な突出に対して，もう一つこれとま
ったく対照的に図1-2に示されるＢタイプ16県のグラフにおいては，同
　　　図卜２　Ｂタイブ16府県ＴＦＲ順位[昇順]の年次変動　1925～2000
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じ1970年を中心として府県順位は大きく低落し，その後再び急速に順位
を回復上昇させることによって，明確なくさび形をつくり出している。こ
れら16県の1960～75年間における変動をみるならば，岩手・秋田をはじ
めとして11県が1970年を最低としており，その他1960年が１県（香
川，1965年が２県（山形・富山），1975年が２県（徳島・佐賀）となり，全
体として1960～75年にわたる大きな谷を形成している。ここでも地域的
にみるならば，Ｂタイプ16県は東北・北陸・山陰・四国・九州の各地方
において，相対的に農村型生活基盤がなお強い諸県を代表するものとして
みることができる。それはＡタイプにおける大都市地域諸府県のパター
ンとはきわめて対照的であり，このＡ・Ｂ両タイプの対照的な時系列パ
ターンの理由や意義を明らかにすることは，日本全体の出生力の推移を分
析するために重要な手段となりうる。
　このようにＡ・Ｂ両タイプに分類される27府県に対して，それ以外の
20県はここでは一括してＣタイプとして考えるが，図1-3のグラフは繁
雑を避けるために，例示的に10県のみを示している。Ｃタイプはもとも
とＡ・Ｂ両タイプ以外の多様な変動をあらわすグループであり，全体に
共通した特徴を見出すことは困難であるが，しかしグラフの10県のうち，
立地的に日本の南北両端に位置する北海道と沖縄は，その順位変動におい
てもきわめて両極的な特徴を示すことが注目される。
　このうち沖縄は復帰前の1950～70年間のデータを欠くが，戦前1925～
30年における順位が2～4位の低位であったのに対して，1975年以降は最
高47位を持続していることが示される。ただし同じＣタイプのなかで鹿
児島・長崎が1925年の22・17位から順次上昇を示していることからみれ
ば，沖縄も1950年以降のデータ空白期にすでに同様の上昇傾向にあった
という類推もできる。
　これに対して北海道は逆に1950年までの高順位41～45位から，その後
は一気に低落して1970年以降はつねに2～4位の低位となり，とくに1985
　　　　　　　　　　　　　　－7－
図1-3　Cタイブ特定10府県ＴＦＲ順位[昇順]の年次変動　1925～2000
年以降は最低位東京に次いでいる。このように北海道が戦前の高順位から
急落し，いまやＡタイプの大都市回内府県と同様の低順位に入りこんで
いる状況は注目すべきことであり，その理由をＡタイプ諸府県の低順位
と同様のメカニズムで説明することは困難であろう。
　その他の８県についても期間の後半期を中心に高順位となっている長野
・滋賀・長崎・鹿児島の諸県は沖縄型に近く，遂に後半期に低順位となっ
ている宮城・広島・福岡は北海道型に近い。青森はまさに中間的な推移で
ある。いずれにしても，沖縄・北海道はもとより，図1-3に取りあげてい
ない地域をも含めて，Ｃタイプ各県の時系列パターンを理解するためには，
各地域に即したローカルな特異性を明らかにすることが不可欠である。
　以上のように府県出生カレべルを1～47位の相対的な順位変動として追
跡することによって，おそらく絶対値では明確に指摘できないと思われ
る，３つのタイプを区分することが可能となったが，こうした状況を認識
　　　　　　　　　　　　　　－８－
したうえで，ここから府県出生力の実際値に戻ってとらえるとどうなるで
あろうか。
　2.府県出生力実際値の順位傾斜
　Ａ・Ｂ・Ｃ３タイプの順位変動については，すでに前節で指摘したよう
に，1960～65～70年にみられるＡタイプ府県の順位上昇がきわめて大き
いが，そうであればその出生力実際値自体もかなり大きい上昇をあらわし
たとみてよい。それは全国出生力が1960年の2.02から65年の2.14へ上
昇していることからとうぜんの関連といえる。こうした状況を明らかにす
るために，表２によって1960～65～70～75年の時期における府県出生力
実際値の変動を取りあげてみる。
　表２によれば，Ａタイプ11府県のすべてが1960～65年に出生力を大き
く上昇させていることが明らかであり，たとえば埼玉は2.16→2.39,東
京は1.70→1.98,神奈川は1.89→2.21,大阪は1.81→2.16などである。
しかし実はこの同じ時期にＢタイプ16県のうち８県，Ｃタイプ20県のう
ち14県までが同様に出生力を上昇させている。つまり1960～65年におけ
る日本の出生力回復は全国にわたることが明らかである。したがってさき
に表１および図1-1にみられたＡタイプ諸府県の順位上昇は，その出生
力実際値の上昇がＢ・Ｃ両タイプのそれよりも圧倒的に大きかったこと
によって実現していたものである。
　これに対して，次の1965～70年の出生力推移をみるならば，全国値は
2.14から2.08へ低下し6），府県レペルにおいても出生力の上昇はＡタイ
プの３府県（神奈川・京都・大阪），Ｃタイプの３県（滋賀・岡山・広島）に
とどまり，その他の府県はすべて低下である。したがって1970年にＡタ
－９－
表２　都道府県［Ａ:Ｂ:C3 タイプ別］
　　　ＴＦＲ実際値の年次変動　　1960～1975
― 10 ―
イプ諸府県の順位がさらに上昇してピークを形成したことの内実は，その
出生力の低下がＢ・Ｃタイプより小幅にとどまったことによるものである。
　このようにして1965, 70年におけるＡタイプ諸府県の出生カレペルは，
表２にみられるように，Ｂ・Ｃタイプのそれを上まわる逆転現象を引き起
したことになるが，しかしその逆転はかつてのＢ・Ｃタイプのレべルを
カバーするほどには上昇しておらず，したがって全体としての府県間出生
力格差は縮小していることが予想される。そこで47府県出生力の時系列
変動を全体関連的にとらえ直してみるために，各年次において，府県出生
力実際値の大きさにしたがって順位傾斜(降順)をつくり，その直線回帰
を計算する。表３は1925～2000年における回帰直線諸係数や府県出生力
の最大・最小値などの総括表であり，図２は1960年以降の回帰直線の比
較グラフである7)。
　図２のグラフにおいて一見して明らかなことは，1960年の回帰直線に
対して，1965～70～75年の３本の直線がこれとクロスして，いわば軸回
転をあらわしつつ，これによって傾斜を緩和していることである。この点
について表３をみるならば，傾斜値(ｍ)は1960年の(-)1.546から1965
年の(-)0.989へ大きく緩和して府県間格差が縮小し，そのなかで全国出
生力はさきにふれたように2.02から2.14へ上昇している。その後傾斜値
は2000年に至るまでひき続き0.8～0.9のレペルにとどまっており，その
間に回帰直線は1980年以降に1960年直線とのクロスを脱して全面的に低
落し，したがって図２にみられるように，各年回帰直線はほとんど平行的
に低下することになる。こうした経過のなかで，すでに図１の各グラフで
みたように，Ａタイプの大都市府県出生力順位は再び急速に低下して，東
京を最低値とする最下位グループとして固着したことになる。
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図2　47府県ＴＦＲの順位[降順]による回帰直線グラフ　　1980～2000
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　3.府県における出生力と平均初婚年齢との関係
　　　－2000年時点－
　これまでに取りあげた出生力（ＴＦＲ）の大きさを直接的に決定する人口学
的な内部要因は，周知のように，女子の有配偶率（あるいは初婚年齢）と有
配偶出生率である。つまり有配偶率が高く（あるいは初婚年齢が低く）有配
偶出生率が高いほど出生力は大きくなる。この点について，これまでの全
国出生力変動に対して，この両要因がそれぞれにどのような割合で影響を
与えてきたかについては，国立社会保障・人口問題研究所による分析結果
が知られている。表４はその要約表である。
　この表によれば，1960～2000年の間に日本の出生力自体は1960～65年
の大きな上昇，1980～85年の小さな上昇を除いて低下するなかで，その
マイナス変化量の動向を支配したのは女子有配偶率であることが示される。
1960年以降の有配偶出生率は1970～75年の大きな低下，1985～90年のわ
ずかな低下を除いてプラスをあらわしており，とくに1980～85年の出生
力上昇期には，この有配偶出生率の上昇が寄与している。これに対して
1975年以降の出生力低下については，全体として有配偶率低下の影響が
圧倒的である。そこでこうした全国レペルにおける出生力と有配偶率との
関連を府県レべルでとりあげてみるとどうなるであろうか。本来府県レべ
ルにおいても，出生力変動に対する女子有配偶率と女子有配偶出生率との
寄与割合を時系列として追跡し，そこから各府県出生力の性格を類型化す
ることが望ましいが，そのためには３者の変動関係を長期にわたって検討
することが必要となり，その類型化がかなり複雑なものになることは明ら
かである8）。そこでここではその精密化の前段階として，まずマクロ的な
認識を得るために，出生力と有配偶率との両者についての対応関係を取り
あげ，有配偶出生率の寄与状況は両者に影響を与える役割として位置づけ
－14－
　　る。
　　　この場合，まず特定年次について，
　　府県レべルにおける出生力と有配偶
　　率との関連をクロスセクションで考
　　えるとすれば，前述した全国出生力
　　と有配偶率との相関からみて，各府
　　県の有配偶率が低位になるほど（っま
　　り初婚年齢が上昇して晩婚化するほど），
　　その出生力は低位になることが予想
　　される。この点について47府県がそ
　　れぞれにどのような対応しているか
　　を示したのが表５と図３である。こ
　　の図表は2000年時点における各府県
　　の女子平均初婚年齢(Singulate Mean
　　Age atＭａ?age,SMAM)を低位から高位
　　に昇順配列し，これに対応する各府
　　県出生力を対応させたものである。
　　この図表にみられる特徴を指摘する
　　ならば次のようになる9）。
　　　第１に, SMAMの最低値福島
　　（27.43歳）から最高値東京（30.08歳）
　　に至る昇順配列のなかで, SMAMの
　　全国平均値（28.58歳）を上まわるのは
　　埼玉（28.68歳）から東京に至る８府
　　県のみである。このなかで東京の突
　　出は際立っている。
　　　第２に，これに対して出生力の推
－15－
表５　女子平均初婚年齢（ＳＭＡＭ）の府県順位（昇順）に対応する
　　　　　ＴＦＲの推移－2000年－
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図３　女子平均初婚年齢(ＳＭＡＭ)の府県順位(昇順)に対応するＴＦＲグラフー2000年－
移は全体としてわずかに低下傾向を示すとはいえ，むしろ横ばい状態に近
く，そのなかで個別府県による上下変動が大きい。したがってSMAMの
上昇に対応して出生力が明確に低下してゆくような整合性はほとんど見ら
れない。このことは各府県がむしろSMAMのレべルとは別に固有の有配
偶出生率を伝統的に保持し，その大きさによって多様に出生力への影響を
つくり出していることを意味する。たとえば沖縄の出生力の突出（1.82）
はとくに目立っているが，そのSMAMの順位は中程度であり，いぜんと
して有配偶出生率の寄与が大きいことを示唆する。それ以外にも一見して
島根・鳥取･宮崎･佐賀･長野･長崎・鹿児島などの出生力の突出が明らか
であり，遂に北海道の低位（1.23）も目立っている。
　第３に，その出生力もグラフ右寄りの北海道以降の９府県に至って，全
国平均値（1.37）を下回っており，とくに東京のそれはさきのSMAM突
出に対応して別格的に下方シフト（1.07）を示している。注目すべきことは，
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このグループは北海道・福岡（いずれもｃタイプ）を除く７府県が大都市
圈城のＡタイプであり，かつ東京以外はほとんど同じレべルの下位出生
力を形成している。
　第４に，これらの関係からいえることは，１つには，こうした相関はお
そらく大都市地域が共有する経済社会要因や生活環境条件を基盤として，
結婚・出産・育児の行動に類似のメカニズムが発生進行しているというこ
とであり，もう１つには，そのようにしてSMAMがあるレべルをこえて
上昇するならば，その有配偶出生期間は圧縮され，その結果いわば“時間
切れ”となって，出生力は確実に低落するということである。東京にみら
れる出生力1.07はまさに30歳をこえて突出したSMAMとその出産期間
圧縮による有配偶出生率低下との相乗による帰結というべきである。
　この状況をもう一度裏返していえば, SMAMが全国平均値をかなり下
まわるようなレベルにある限り，その状況のなかでは各地域に固有の条件
によって伝統的に規定されている有配偶出生率レべルとその時系列推移に
よって，出生力が変動することになろう。しかしここに取りあげた特徴は
2000年時点のみにおける平均初婚年齢と出生力との対応関係であって，
これをさらに年次的にさかのぼって長期推移のなかで，もう一度追跡して
みることが必要である。
　4.府県における出生力と平均初婚年齢との関係
　　　一時系列－
　府県の出生力と平均初婚年齢とを年次的に対比するためには，さきに府
県出生力順位で試みたのと同様に，府県における出生力および平均初婚年
齢の大きさを絶対値ではなく府県順位（1～47位）でとり，両者の相対的
な順位変動を対比することが有効である。この場合,出生力はさきの表1･
図１と同様の昇順でとるが，平均初婚年齢は最高値（2000年で東京）から
最低値（福島）へ向かう降順（っまり東京１位，福島47位）でとることによ
　　　　　　　　　　　　　　－18－
図4-1　府県におけるＳＭＡＭ(Ｓ)順位と出生力(Ｔ)順位との対応関係　1930～2000
って，両者の対応関係は高い平均初婚年齢＝低い出生力＝低い順位となり，
相対的な順位が同一方向の整合性をあらわす。時系列は1930～2000年の
長期推移を前提とするが，ここで時系列的に大きな区切りとなりうるのは，
さきにみた出生力順位変動の特徴から1970年代であることはとうぜんで
あり，したがってこの前後における両者の順位変動に注目しつつ，各府県
の平均初婚年齢(ＳＭＡＭ＝S)と出生力(ＴＦＲ＝Ｔ)との対応関係を４つの基本パ
ターンに区分してみる。その結果が表６であり，各パターンの典型府県の
グラフが図4-1から図4-4に示される。以下，各パターンの特徴を指摘す
る。
　[1]＝[S＞Ｔ→S＞Ｔ]:基本パターン[1]の府県では，典型事例として図
4-1に富山のグラフが示されるように，1930～2000年間の前後半期をとお
して, SMAM(S)順位が出生力(Ｔ）順位をつねに上まわっている。この
ことはSMAM順位が比較的早婚傾向の順位であるにもかかわらず，各年
で対応する有配偶出生率の順位が低く，結果として出生力順位がつねに押
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し下げられていることを意味
する。
　ここで注目すべきことは，
第１に，このような対応関係
をあらわす府県が，表６の区
分および図５に示されるよう
に，47府県中17県（36％）を
しめ，かつ，その地域的配置
は北陸から東海・近畿を経て
瀬戸内周辺地域に至る，本州
西半分に大きな集団を形成す
ることである。これらのうち
大都市府県の性格をもつ愛知
と兵庫がこのように伝統的に
早婚レべルを維持しているこ
とは特徴的である。第２に，
これら17県をさきに表５およ
び図3でみた2000年時点にお
ける対応関係のなかに位置づ
けてみると, SMAM順位の
多くは順位系列の中位付近に
連続的に展開しているのに対
して，これに対応する出生カ
レべルはほとんど1.45前後の
低位レべルで横ならびとなっ
ている。つまり基本パターン
　［1］にみた各府県時系列の特
－20－
微か2000年時点にまで確実に受けつがれていることを明らかにしている。
こうした状況は次の［2］のパターンにおいても同様にあらわれる。
　［2］＝［Ｔ＞S→Ｔ＞S］:基本パターン［2］の府県では，［1］のパターン
とは遂に出生力（Ｔ）順位がＳＭＡＭ（Ｓ）順位よりつねに上位にあるが，こ
のような対応関係は有配偶出生率の高さが寄与することによって可能とな
る。その府県の立地は，表６および図５によれば，関東に隣接する東北・
東山・東海の６県と九州中南部の６県とに明確に２分され，計12県であ
る。その典型的な事例として図4-2に鹿児島のグラフを示している。この
グラフでは出生力順位とSMAM順位とが大きなギャップをあらわしたま
ま平行状態で推移しており，明らかに有配偶出生率の高さが寄与している。
このような出生力順位の優位は，さきの基本パターン［1］と同様に，表
５および図３において，ここでは［1］のパターンとは遂に沖縄をピーク
とする多くの府県の出生力突出に受けつがれている。結局,［1］および［2］
のパターンにみられる各府県のSMAMと出生力との対応関係は，その府
県に固有の伝統的な関係をあらわしていることが明らかである。
　［3］＝［S＞Ｔ→Ｔ＞S］:基本パターン［3］の府県は，1970年以前の前半
期にはＳＭＡＭ（Ｓ）順位が上位であったが，70年以降には両者がクロスし
て出生力（Ｔ）順位が上位となり，この変動によって［2］パターンと同様
に，あるいはそれ以上に有配偶出生率の順位が出生力順位の相対的維持に
寄与したことを明らかにしている。こうした［3］パターン府県の変動は，
いわば［1］・［2］両パターンの中間的あるいは合成的な性格をあらわして
おり，その地域的配置は表６おやび図５にみられるように，東北・近畿・
四国・山陰・九州の各地方に９県が分散立地している。このうち京都・大
阪・福岡の３府県は後半期に出生力順位の低下も大きいが，それ以上に
SMAM順位の低下が急速となって，相対的に出生力順位が上まわってい
る。したがってこれによって低位固着の性格としては，つぎの基本パター
ン［4］の大都市府県の特徴との差異は小さい。この３府県以外の６県に
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図4-2［鹿児島］
図4-3［岩手］
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図4-4［埼玉］
図６　都道府県３タイプ別出生数の対全国シェア　　1935～2000
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ついては，［1］・［2］両パターンヘの隣接立地とみてよい。図4-3の岩手
の事例は，そのクロスによる逆転によって後半期に出生力順位が上位とな
ったことを示しているが，しかしSMAM順位もまた急激に回復すること
によって，その出生力順位の高位を支えている。
　［４］＝［Ｔ＞S→S＞Ｔ］:基本パターン［4］の府県は，［3］パターンの対
応関係とは逆に，1970年以前には出生力（Ｔ）順位がSMAM (S)順位より
上位にあり，有配偶出生率の寄与が明らかであったが，その後1970年以
降の出生力順位の急激な低下によるクロスによって，出生力順位が下位と
なり，有配偶出生率順位の低下がこれに寄与したことは明らかである。図
4-4の埼玉はこのパターンの典型であるが，実はSMAM順位自体の低下
による晩婚化の進行も急速であり，そこに有配偶出生率順位の低下が加わ
ることによって，出生力順位の下位固着を明確にしている。表６にみられ
る千葉・神奈川もまったく同様であり，東京・宮城は両者の順位がほとん
ど一体化して低下している。しかしこれに対して，茨城・栃木・群馬の北
関東３県と滋賀の場合には，むしろSMAM順位は横ばいから上昇傾向で
あり，出生力順位の低下はもっぱら有配偶出生率低下に支配されている。
　すでに言及したように，全国出生力の低下に対して，有配偶出生率低下
の寄与は小さく, SMAM低下が出生力低下に対して圧倒的に寄与してい
るとされるが，この［4］パターン府県にあっては有配偶出生率低下の寄
与が明らかである10）。重要なことは表６および図５にみられるように，こ
の［4］パターンの10府県のうち７府県が首都圈域内の立地であり，これ
に滋賀と前述の［3］パターンの京都・大阪・福岡を加えるならば，大都
市圈域内の性格をもつ11府県の有配偶出生率低下が全国出生力低下に対
して影響した可能性にも注目すべきである。さらに北海道が［4］パター
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ンであり，埼玉と類似の推移を示すことについては，その低いSMAM順
位（っまり晩婚化）と低い出生力との理由を大都市圈域府県と対比しつつ
調査することが重要である。
　以上のように，もともと個別府県におけるSMAM・有配偶出生率・出
生力の３者の対応関係は，類型化が可能であるとともに多くのヴァリエー
ションが含まれており，それらの積みあげ結果として，全国出生力変動に
対するSMAMと有配偶出生率との寄与が成立しているとみてよい。とく
に大都市府県における有配偶出生率の寄与は検討を必要とするが，この点
に関連して，注目すべき動向として出生数の地域シェアにもふれておきた
い。
　5.府県出生数の対全国シェアの動向と今後の課題
　日本の全国レべルにおける平均初婚年齢の上昇と出生力の低下はすでに
長期にわたって進行していることが周知であるが，そうであれば地域的に
みてなお初婚年齢が低位にとどまる早婚型の府県も今後しだいに晩婚化を
進行させ，これに対応する出生力もそれぞれの固有のレべルから出発して
低下傾向をあらわす可能性が大きい。すでに図３で言及したように，その
経過のなかで初婚年齢が30歳レべルにまで上昇してゆく地域があるなら
ば，その直接的な影響による有配偶出生率の低下および出生力の低下も避
けられない。それは全国出生力のさらなる低下に結びつく。
　ここでとくに重要な事実は，すでに高い初婚年齢と低い出生力に達して
いる大都市府県が，それにもかかわらず青年層人口の集積によって，対全
国出生数割合を高いレベルに維持していることである。その状況を確認す
るために，Ａ・Ｂ・Ｃ３タイプ出生数の対全国シェアを示しだのが表７と
図６である。この図表によれば，Ａタイプ11府県の出生数が全国値にし
める高いシェアが一見して明らかである。1970年にみられる52.2％のピ
ークは全国出生数の過半に達するが，注目すべきことは，その後のシェア
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も大きく低下することなく，全
国出生力が低下を続け，Ａタイ
プの出生力も最低レべルに固着
しているにもかかわらず，1985
年以降，出生割合は再び上昇傾
向となり，2000年には50％を
こえるに至った。しかしこの高
い出生数割合は低出生力状態を
青年層人口の集積によってカバ
ーして実現しているものであり，
全国出生数の回復に対してはむ
しろ効率の悪い結びつきを意味
している。加えてさきにふれた
ように，低いSMAM地域のレ
べルが上昇して出生力を低下さ
せれば，全国出生力の増大はま
すます困難となる。
　そうであれば，このことを逆･
にいえば，全国出生力回復の大
きな可能性は，おそらくすでに
SMAMが全国平均値を上まわる
レべルに達しているような大都
市府県のそれを低下させ，これ
と連動する有配偶出生率を上昇
させることであろう。そしてこ
の両要因が現実に作動しうる基
盤は，大都市地域で生活する女
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図５　府県S-Ｔ関連４区分の記本パターン分布図
－27－
性にとって，結婚・出産・育児・就職継続などに対する経済的・社会的・
家族的支援が政策としても価値判断としても確実に得られるという保証で
あって，これはおそらく社会全体のシステムの問題となろう11）。
　結局，日本の出生カレべルは地域的視点に立ってみるならば，少数の大
都市府県がっくり出している状況によって強く支配されており，この点か
らいえば，出生力分析のための枠組や作業仮説は全国一律のそれによって
設定するだけではなく，さらに別に大都市地域やそれ以外の地域にも注目
した分析枠組の設定とそれを可能にするような地域データの集積とが必要
となっている。この場合，具体的に東京・愛知・北海道・沖縄などの諸地
域についての調査・分析はとくに有用であろう。こうした視点は，対象地
域自体の特性を明らかにするために必要なだけでなく，その積みあげとし
ての全国出生力の性格や将来の見通しへの手がかりを得るためにも大いに
有効となるものである。
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